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は じ め に 







者中黒字が 1者しかないが，民間事業者でも対象 228者中黒字は 67者しかない3)。 
 一方で，新規参入の事例も生まれている。既存タクシー事業者・貸し切りバス事業者などに
よる路線バス参入の事例には，企業自身の判断で行われているものもあるが，自治体や地域住
                                                          
 1) 規制緩和が路線バス事業に与えるマイナスの影響を事前に指摘したものとしては，たとえば姫野侑「規制緩
和はバス輸送を改革できるか」『運輸と経済』第 659号，2002年 5月などを参照。 
 2) この 2 年ほどの間に，九州産業交通が私的整理を発表し産業再生機構の支援をうけて再建にはいっているほ
か，北都交通，富士交通，那覇交通，東陽交通などが民事再生法の適用を申請，京都交通が会社更生法を適用
などの状況となっている。 
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 4) 京都市交通局と京都バスのあいだでは共通一日乗車券・二日乗車券や共通企画乗車券の設定がある。 
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施と同時に申請したのに対して 2002 年 8 月であった。しかし，エムケイが申請から許可まで
1年 10ヶ月を要し，運行開始までさらに運転手の習熟や停留所確保のために時間を要している























                                                          
 5) 以下の記述については，特記のないものは 2004年 9月 3日に行った（株）ヤサカバス取締役，坂本雅彦氏へ
のヒアリングに基づく。 
 6) 現在は計 3路線，午前 6時から午後 11時頃まで各系統昼間毎時 1～2本，運賃は距離制で 150円～280円，
中型バスを用いて運行している。詳しくはヤサカバスウェブサイト（http://www.yasakabus.com/）を参照され
たい。 





















た路線の一つは JR向日町駅が始発となるが，この路線では平日の一日 24本のうち 6本が，ヤ








                                                                                                                                                        
においてわずかな運賃の差は競争上あまり意味をもたないとの考えにもよるものである。ちなみに，親会社で
ある彌栄自動車も，規制緩和後タクシーの基本運賃を引き下げていない。 
 9) ただし，伊丹市営バスなどが行っているＪスルーカードの導入は，現時点では行っていない。 




















































が，2002 年 2 月の規制緩和実施後早速路線バスの運行を申請して注目された。この際は 1 路












 これに対し京都市は 4月に，エムケイの参入によって最初の路線で年間約 2億円，申請中の
5路線がすべて運行されると年間約 22億円の減収となると発表して，エムケイの参入による影
                                                          
14) 許可された路線は九条－堀川－五条－西大路－北大路－東大路－九条の循環で，中型バスを用いて午前 5 時
から深夜 0 時まで昼間 10分間隔の運行。運賃は 200 円，定期券 5000 円／月（当初は割引あり），一日乗車券
400 円で，タクシーからの乗り継ぎ無料。タクシー割引つき定期券も予定。この路線および申請中の 5 路線に
ついて詳細はエムケイのウェブサイト（http://www.mk-group.co.jp/bus/ninka.htm，2004年 8月参照）を参照
されたい。 




16) エムケイ広報誌『MK新聞』第 624号，2004年 4月 1日付。 






















                                                          
17) 『京都新聞（電子版）』2004年 4月 23日。 
18) 京都市長定例記者会見（2004年 7月 21日）資料。京都市ウェブサイト（http://www.city.kyoto.jp/koho/mayor/ 
press/2004/0721.html）で 2004年 8月参照。 
19) 『京都新聞（電子版）』2004年 10月 14日。 
20) 以上の数値はいずれも平成 14年度および同 15年度「京都市交通事業決算概要」に基づく。京都市交通局ウェ
ブサイト（http://www.city.kyoto.jp/kotsu/finances/index.htm）で 2004年 8月参照。 
21) ここ 3年間の市バスの一日あたり乗客数は 32万人台で多少の増減はあるがほぼ横ばいである。また，市バス
と市電・地下鉄の利用者の合計で見ると一日あたり乗客数は，1966（昭和 41）年度で約 90万人，1981（昭和








































































                                                                                                                                                        






































                                                          
26) もっとも，こうした問題は既存事業者のところでも存在している。すでに述べたように京都市交通局の地下
鉄とバス，バス相互間の乗継割引は，他社バスとの間では行われていない。 
















































 こうしたなか 2000 年頃から，当初から市バス移管に反対してきた住民や労働組合を中心に
「100 円循環バス」を求める運動がはじまった。いっぽう学区自治連合会や地域女性会といっ










翌年 2月から 4路線29) で運行を開始した。その後，7月 2日には利用者が 10万人をこえ，一
                                                          
27) 地域住民の声については，2001 年 1 月 28日の伏見区母親大会分科会と 2002年 8 月 7日の地元住民運動組
織の学習会で筆者が講師をつとめた際の参加者からの聞き取り，および『日経流通新聞』2004年 8月 7日付に
よる。 
28) 『京都経済新聞（電子版）』2003年 3月 24日付，（http://www.hodo.co.jp/search/view.phtml?report_no=360），
2004年 5月参照。 
29) 地下鉄醍醐駅を中心に，伏見区醍醐地域と，一部山科区にまたがる路線。うち 3 路線が武田総合病院を終着
（次頁に続く） 

























                                                                                                                                                        
とし，1 路線が醍醐寺を経由する。醍醐寺方面の路線のみ小型バスを用いて毎時 3 本運行。その他の路線はマ
イクロバスで毎時 1～2本。 
30) 醍醐コミュニティバス・ウェブサイト（http://web.kyoto-inet.or.jp/org/ma21f/daigo/），および『京都新聞（電
子版）』2004 年 7 月 2日付（http://www.kyoto-np.co.jp/article.php?mid=P2004070200145&genre=K1&area 
=K1I）による。2004年 8月参照。 
31) 開業以前の予測では，採算ライン 900～1000人／日に対して予想 300人／日で，一日の経費予測 14 万円に
対して 5万円／日の赤字が見込まれていた。『京都経済新聞（電子版）』前掲。 
32) 武田総合病院の場合月額上限 30万円としている。『京都経済新聞（電子版）』前掲。 
33) 同年 10月以降は，運行を委託されていたタクシー事業者自身が路線バス事業許可をうけて運行する一般の路
線バスとなった。 








































































半減する予定である37)。2000 年度より導入した横大路営業所では約 7 億円の経費削減効果が


























                                                          
37) この一環としてまず嘱託運転手全員を 2004年春に解雇したが，反発が強く問題化している。 
38) その際，雇用や労働条件に関して職員に著しい不利益がないようにするのは当然であろう。 































































お わ り に 
 京都市を事例として，人口減少社会化も展望した公共交通のあり方を検討する一環として，
                                                          
42) 詳しくは，森田 優己「世帯会員制『ふれあいバス』は地域が育てる」，『住民と自治』第 459 号，2001 年 7
月，を参照。 
43) この点については，安部誠治「これからの地域交通と自治体の役割」『運輸と経済』第 670 号，2003年 4月
が詳しく論じている。 
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今後の都市における路線バス運営のあり方についての論点や検討課題を提起した。事態が進行
中の問題でもあり，なお表面的な分析に終始している部分が大きいが，それにも関わらず，都
市の路線バス運営が大きな曲がり角に来ていることと，それをどのようにしていくのかについ
ては従来型の発想－規制緩和推進であれ，公的責任重視であれ－にとらわれない考え方が必要
であることは示すことができたと考える。 
 そして，こうした検討がいきつくのは，結局は「地域の交通のあり方に責任をもつのは誰な
のか」という課題である。個人，企業，自治体，政府といういずれかの主体のみにその責任を
帰することはできないことは明らかであるが，ではそれぞれの主体がどのような責任を有する
のか，その責任をいかにして果たすのか，ということを原則として確立することも，実は大き
な検討課題として残されている。このことは，昨年大きな話題となった高速道路問題などにも
つながっているのである。 
 筆者自身は交通サービスの経営が本来の研究課題であり，政策論に必要なマクロ的な分析は
今回行っていない。今後，そうした点での多様な研究成果もふまえつつ，このような曲がり角
をこえた後の路線バス経営のあり方などについても検討していきたい。 
 
 
 
